
新潟市国民保護協議会の概要 

名    称 新潟市国民保護協議会

設 置 根 拠 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 

設 置 条 例 新潟市国民保護協議会条例 

任    期 令和 2年 9月 1日から令和 4年 8月 31 日まで

役    割
市長の諮問に応じて新潟市域に係る国民の保護のための措置に

関する重要事項（新潟市国民保護計画など）を審議する。

委 員 構 成

国、県、市の機関、当該区域において業務を行う指定公共機関、

国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有するもの(自治

協議会委員)など 

会議開催予定等 年 1回程度 

報 酬 等 会議に出席いただく場合、規定により報酬が支払われます。

連 絡 先 危機対策課 西野 226-1141 

防災を所管する地域づくり部会より選出 山賀委員

議事資料1



１　新潟市国民保護協議会委員名簿

No 法定区分 機関名 役職 委員

1 第１号委員 北陸農政局 総括農政推進官 仲井　一浩

2 北陸地方整備局 統括防災官 山本　悟

3 北陸信越運輸局 総務部長 皆川　明夫

4 東京航空局　新潟空港事務所 新潟空港事務所長 真面　正一

5 第九管区海上保安本部　新潟海上保安部 部長 長谷川　裕久

6 第２号委員 陸上自衛隊第30普通科連隊 副連隊長 藤井　良二

7 第３号委員 新潟県 防災局長 熊倉　健

8 新潟県警察本部 新潟市警察部長 塚本　雅人

9 第４号委員 新潟市 副市長 朝妻　博

10 第５号委員 新潟市 教育長 前田　秀子

11 新潟市 消防局長 小林　佐登司

12 第６号委員 新潟市 水道事業管理者 佐藤　隆司

13 新潟市 病院事業管理者 片柳　憲雄

14 新潟市 危機管理監 樋口　健志

15 第７号委員 東日本電信電話株式会社埼玉事業部　新潟支店 支店長 飯塚　智

16 東日本高速道路株式会社　新潟支社　新潟管理事務所 所長 柿内　宏一

17 日本赤十字社　新潟県支部 事務局長 宮本　豊博

18 東北電力ネットワーク株式会社　新潟電力センター 所長 石崎　善隆

19 新潟県ガス協会 会長 敦井　一友

20 新潟交通株式会社　 常務取締役 斎藤　敏之

21 新潟運輸株式会社 総務部長 渡邉　正喜

22 株式会社新潟放送 情報センター兼報道部員 酒田　暁子

23 株式会社NST新潟総合テレビ 経営管理本部　総務部長 武者　正人

24 公益社団法人　新潟県看護協会 理事 磯部　紀子

25 第８号委員 新潟市医師会 会長 浦野　正美

26 新潟市身体障害者福祉協会連合会 総務部長 長谷川　イミ

27 新潟市消防団 団長 髙橋　潤一

28 新潟商工会議所 副会頭 霜鳥　雅徳

29 新潟市民生委員児童委員協議会連合会 理事 山田　喜孝

30 新潟市中央区赤十字奉仕団 委員長 田中　保夫

31 新潟市連合婦人会 会長 金子　和子

32 にいがた女性会議 運営委員 笠原　美紀子

33 北区自治協議会 委員 山賀　好郎

34 東区自治協議会 委員 雪井　美由希

35 中央区自治協議会 副会長 髙橋　誠一

36 江南区自治協議会 委員 山﨑　明

37 秋葉区自治協議会 委員 阿部　光子

38 南区自治協議会 委員 冨井　敦

39 西区自治協議会 委員 岩脇　正之

40 西蒲区自治協議会 委員 川島　ユリ

２　新潟市国民保護協議会幹事委嘱依頼者

No 法定区分 機関名 役職 委員

1 第５号委員 新潟市 教育委員会教育総務課長 渡辺　和則

2 新潟市 消防局警防課長 小林　雅博

3 第６号委員 新潟市 水道局経営管理課長 渡辺　賢二

4 新潟市 市民病院管理課長 深沢　忍

新潟市国民保護協議会委員及び幹事名簿 Ｒ２．７．１現在



武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（国民保護法）【抜粋】 

（市町村協議会の設置及び所掌事務） 

第三十九条 市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を

求め、当該市町村の国民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、

市町村に、市町村国民保護協議会（以下この条及び次条において「市町村協議会」

という。）を置く。 

２ 市町村協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 市町村長の諮問に応じて当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に

関する重要事項を審議すること。 

 二 前号の重要事項に関し、市町村長に意見を述べること。 

３ 市町村長は、第三十五条第一項又は第八項の規定により国民の保護に関する計画

を作成し、又は変更するときは、あらかじめ、市町村協議会に諮問しなければなら

ない。ただし、同項の政令で定める軽微な変更については、この限りでない。 

４ 第三十三条第六項の規定は、市町村協議会がその所掌事務を実施する場合につい

て準用する。 

 （市町村協議会の組織） 

第四十条 市町村協議会は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市町村長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市町村長が任命する。 

 一 当該市町村の区域を管轄する指定地方行政機関の職員 

 二 自衛隊に所属する者（任命に当たって防衛大臣の同意を得た者に限る。） 

 三 当該市町村の属する都道府県の職員 

 四 当該市町村の副市町村長 

 五 当該市町村の教育委員会の教育長及び当該市町村の区域を管轄する消防長又

はその指名する消防吏員（消防本部を置かない市町村にあっては、消防団長） 

 六 当該市町村の職員（前二号に掲げる者を除く。） 

 七 当該市町村の区域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の

役員又は職員 

 八 国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者 

５ 第三十八条第五項の規定は、前項の委員について準用する。 

６ 市町村協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

７ 第三十八条第七項の規定は、前項の専門委員について準用する。この場合におい

て、同条第七項中「当該都道府県の職員」とあるのは「当該市町村の属する都道府

県の職員」と、「当該都道府県の区域内の市町村の職員」とあるのは「当該市町村

の職員」と、「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と読み替えるものとする。 

８ 前各項に定めるもののほか、市町村協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

市町村の条例で定める。 



新潟市国民保護協議会条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成１６年法律第１１２号）第４０条第８項の規定に基づき，新潟市国民保護協

議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものと

する。

（委員）

第２条 協議会は，会長及び委員６０人以内で組織する。

（会長の職務代理）

第３条 会長に事故があるときは，あらかじめその指名する委員がその職務を代理す

る。

（会議）

第４条 協議会の会議は，会長が招集し，その議長となる。

２ 協議会は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。

３ 協議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長

の決するところによる。

（幹事）

第５条 協議会に幹事を置く。

２ 幹事は，委員の属する機関の職員のうちから，市長が任命する。

３ 幹事は，協議会の所掌事務について，委員を補佐する。

（部会）

第６条 協議会は，その定めるところにより，部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員は，会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き，会長の指名する委員がこれに当たる。

４ 部会長に事故があるときは，部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指

名する者がその職務を代理する。

（雑則）

第７条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協

議会に諮って定める。

   附 則

 この条例は，公布の日から施行する。


